マクロデータ分析第11回講義資料
平成21（2009）年6月30日
金子洋一（兼任講師）
１．「経済指標のかんどころ」『第7章　国際金融』国際通貨制度、国際収支、為替レート、世界の資金移動
「マクロ経済の簡単な概念モデル」（国民所得恒等式）
　
Ｙ 　　　　＝　Ｃ　＋Ｓ　＋Ｔ　　＝　Ｃ　＋Ｇ　　　＋Ｉ　＋（ＥＸ－ＩＭ）
産出（GDP）＝　消費＋貯蓄＋税金　＝　消費＋政府支出＋投資＋（輸出-輸入）

↑　　　　　　      ↑　　　　　　　　　　　　　　　↑

生産面　　　        分配面　　　　　　　　　　　　　需要面　　　　　：三面等価の原則
三面等価の法則

⇒「企業の生産活動」で生まれた付加価値（＝GDP)は、経済活動に従事した労働者や企業に、賃金（雇用者所得）や企業の利潤（営業余剰）の形ですべて「分配」される。また、生産された財サービスに対する需要が「誰からの需要なのか」（＝「誰から支出されたのか」）という面からみると、民間最終消費支出（家計消費支出等）、政府最終消費支出、財サービスの純輸出などに分けられる。これら生産・分配・支出面でとらえた経済活動の付加価値の総額は、同じものをとらえているため総額は一致する。

上の式について、Ｃ＋Ｓ＋Ｔ＝Ｃ＋Ｇ＋Ｉ＋（ＥＸ－ＩＭ）の両辺からＣを引くなどして変形すると・・・
　　　Ｓ－Ｉ　　　＝（Ｇ－Ｔ）　＋　（ＥＸ－ＩＭ）

民間での貯蓄超過　＝　財政赤字　＋　貿易・サービス収支黒字
「民間がお金を使わないで貯金ばかりしていると、財政赤字を出して公共事業などをするか、貿易黒字を出すしかない」という解釈ができる「恒等式」が得られる。
例えば、日本のように、景気が悪くて消費が少ない（＝この場合は「貯蓄超過」）だと、その超過分を、財政赤字もしくは貿易黒字で埋め合わせるしかない。貿易黒字で埋め合わせた場合には、輸入で得たキャッシュは例えば米国に対して米国債購入などにより資本輸出（証券収支）される。そのキャッシュを使い、米国政府は財政支出を行い、それは輸入に直結する。
また、これまでの米国のように、財政赤字で、民間の消費が過剰な場合（＝貯蓄がマイナス）には、貿易収支は赤字になるしかない。この場合、差額のキャッシュは資本収支が赤字になることで埋め合わされる。つまり米国は資本輸入国である。
　このことで、「貿易黒字が必ずしもよいものではなく、貿易赤字が必ずしも悪いものではない」、「貿易黒字を企業の黒字になぞらえて理解することは完全な誤りである」こともわかるであろう。
上記、恒等式には海外からの直接投資などの資本収支に係わる動きは明示的には出てこない。
第1-2-14図　米国の国際収支の推移
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「〔1〕米国が投資先として魅力的であること、〔2〕緩やかなドルの減価傾向が続いてきたため米国対外純債務の増加が軽減されていること、〔3〕米国の経常 収支赤字が拡大しつつも所得収支黒字が継続していること、が相まって、米国への資金流入が継続し、経常収支不均衡が拡大している（第1-2-14図）。」『通商白書2006』より
http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2006/2006honbun/html/i1233000.html
２．最近の経済情勢について

『「日本の失敗繰り返さず」　景気対策で米ＣＥＡ委員長』

2009.6.29 08:50

http://sankei.jp.msn.com/economy/business/090629/biz0906290851000-n1.htm

 　米ホワイトハウスのローマー経済諮問委員会（ＣＥＡ）委員長は２９日付の英紙フィナンシャル・タイムズ（アジア版）に対し、金融危機に対応した政策の転換を図る「出口戦略」について「１９９０年代の日本の失敗を繰り返したくない」と述べた。

　委員長は「当時の日本は事態が改善し始めた際に政策を引き締めた」と指摘し、米国は景気回復を十分見極めてから金融・財政政策の正常化を図るべきだと強調した。

　委員長は「景気の底は近いとの楽観的な見方を強めている」と述べ、一連の財政出動で７～９月期の経済成長は大きく押し上げられるとの見通しを示した。
『5月有効求人倍率は0.44倍、過去最低を更新』

2009年 06月 30日 08:45 JST

http://jp.reuters.com/article/businessNews/idJPJAPAN-38777920090629

　［東京　３０日　ロイター］　厚生労働省が３０日に発表した５月有効求人倍率（季節調整値）は０．４４倍で、前月比０．０２ポイント低下し、過去最低を更新した。ロイターがまとめた民間調査機関の予測中央値は０．４５倍だったが、それを下回った。　

　正社員有効求人倍率は０．２４倍となり、前年同月を０．２９ポイント下回った。有効求人数（季節調整値）は前月比２．２％減、有効求職者（同）は前月比２．４％増となった。　

　新規求人数は前年比３４．５％減。主要産業別では軒並み二けた減となり、製造業（５５．９％減）、情報通信業（４６．４％減）、サービス業（３８．９％減）、学術研究・専門・技術サービス業（３８．８％減）、宿泊業・飲食サービス業（３７．４％減）などの下げ幅が大きかった。

　都道府県別の有効求人倍率（季節調整値）は、香川県が０．７１倍で最も高く、青森県が０．２６倍で最も低かった。東京は０．６５倍だった。
『５月の鉱工業生産指数5.9%上昇　前月比、「持ち直し」基調維持』

http://www.nikkei.co.jp/news/main/20090629NTE3ITZ0126062009.html

http://www.nikkei.co.jp/keiki/kougyou/
　経済産業省が29日発表した５月の鉱工業生産動向（速報）によると、生産指数（2005年＝100、季節調整済み）は前月比5.9％上昇の79.2で、３カ月連続の上昇だった。基調判断は「持ち直しの動きが見られる」で据え置いた。 

　出荷指数は4.5％上昇の78.7で、在庫指数は0.6％低下の96.5。在庫率指数は0.1％上昇の143.1だった。 

　先行きは６月が3.1％上昇、７月は0.9％上昇を予測している。〔ＮＱＮ〕 (08:54)

[image: image2.jpg]STREFEIEMOHS
120,
110
100

90

80)
70

6002%03 04 05 06 07 0809





２．レポートについて
　現在、テーマについては考慮中ですが、Ａ４で２枚以上、７月末締切でメールで提出、という基本線で考えています。
今後の講義運営について、希望や意見、質問などがあれば遠慮なく金子までメールください。極力ご希望に添うようにします。
e-mail　hellokaneko@gmail.com
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